
津別町の人事行政の運営等の状況１　職員の任免及び職員数に関する状況（１）　職員の採用及び退職の状況
　※平成２２年４月１日採用４名（２）　部門別職員数の状況と主な増減理由

（３）　年齢別職員構成の状況（平成２２年４月１日現在）２０歳２０歳２４歳２８歳３２歳３６歳４０歳４４歳４８歳５２歳５６歳６０歳～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ 計未満 ２３歳２７歳３１歳３５歳３９歳４３歳４７歳５１歳５５歳５９歳 以上人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人2 4 3 1 13 7 11 21 19 20 27 128

定年 6
1一般行政

区分 採用 3 退職
対前年比増減0

合計 6死亡 0自己都合 0
0△ 100
0△ 1△ 1
000△ 11 △ 2

平成２１年23251021417
2226131

平成２２年23359214
12125
1778915
129

職員数区分部門 議会総務税務農林商工土木
下水道その他小計
民生衛生小計教育公営企業等

退職者不補充、業務の委託
水道 3 891637 0

（平成２１年４月１日～平成２２年３月３１日）

退職者不補充、臨職対応
退職者不補充、係の統廃合

主な増減理由

区分職員数
（教育長除く）

一般職員等 （各年４月１日現在、教育長含む）

合計

一時的業務増による配置

１



２　職員の給与の状況（１）　人件費の状況（普通会計決算）
（２）　職員給与費の状況（普通会計決算）人 千円 千円 千円 千円 千円※職員数は、年度末の３月給与を受給した数（３）　特記事項・給与抑制措置
（４）　ラスパイレス指数の状況（各年４月１日）
（５）　職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（平成２２年４月１日現在）千円 千円千円 千円（注）　１　平均給料月額とは、基本給の平均である　　　　２　平均給与月額とは、基本給と毎月支払われる各種手当の額を合計したものの平均である。（６）　職員の初任給の状況（試験採用、平成２２年４月１日現在）円 円円 円円 円（７）　職員の経験別・学歴別平均給料月額（平成２２年４月１日現在）千円 千円 千円千円 千円 千円千円 千円 千円－317.3－ 263.3 309.3区分 経験年数 277.6－一般行政職 大学卒短大卒

152,800140,100
高校卒 １０～１５年 －１５～２０年

技能労務職 47.1
一般行政職区分 大学卒短大卒高校卒

48.3区分 平均年齢 平均給料月額一般行政職 359.3 平均給与月額
172,200152,800140,100津別町

401.4360.2341.3
国172,200

２０～２５年318.8

区分 住民基本台帳人口平成２１年度末
給料２1年度区分 職員数Ａ

実質収支 人件費 Ｂ千円 千円50,281 1,044,419２１年度 人5,824 歳出 Ａ6,102,750千円 前年人件費率 ％人件費率Ｂ／Ａ （参考）％17.1 22.2１人あたり

96.4

給与費Ｂ／Ａ給与費 6,500

22

職員手当 計　Ｂ期末・勤勉手当 676,008443,526 60,951 171,531104

年度指数 20 2197.8 97.5

２ 



（８）　一般行政職の給別職員数の状況（平成２２年４月１日現在）区分１級 6 人 6.7 ％２級 1 人 1.1 ％３級 18 人 20.0 ％４級 46 人 51.1 ％５級 11 人 12.2 ％６級 8 人 8.9 ％（９）　期末手当・勤勉手当の状況１人当たりの平均支給額（２１年度） －1,656 千円２１年度支給割合 ２１年度支給割合一般職員 期末手当 2.75 月分 一般職員 期末手当 2.75 月分勤勉手当 1.4 月分 勤勉手当 1.4 月分加算措置の状況 加算措置の状況職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置・役職加算として　　５～１５％ ・役職段階加算として５～２０％・管理職加算として１０～２５％（10）　退職手当の状況（平成２２年４月１日現在）支給率 支給率自己都合 勧奨・定年 自己都合 勧奨・定年勤続２０年 23.50 月分 30.55 月分 勤続２０年 23.50 月分 30.55 月分勤続２５年 33.50 月分 41.34 月分 勤続２５年 33.50 月分 41.34 月分勤続３５年 47.50 月分 59.28 月分 勤続３５年 47.50 月分 59.28 月分最高限度額 59.28 月分 59.28 月分 最高限度額 59.28 月分 59.28 月分その他の加算措置 その他の加算措置　早期退職特例加算措置　２％～３０％ 　定年前勧奨加算措置　２％～２０％２１年度１人当たり平均支給額 千円（注）　退職手当の支給率については、加入している北海道市町村職員退職手当組合で決定している率である。（11）　特殊勤務手当の状況（平成２２年４月１日現在）支給実績（平成２１年度決算） 千円支給職員１人当たりの平均支給年額（平成２１年度決算） 円職員全体に占める手当支給職員の割合 3.1 ％手当の種類数
24,893

37,250
有害鳥獣等危険手当 一般職員 有害鳥獣等駆除作業 1,000円／１日

149手当の名称 主な支給対象職員

津別町 国

課長等 津別町 国
係員（主事）係長、係員（主任等）係長、主査、主任技手等課長、課長補佐、主幹等

職員数 構成比標準的な職務内容係員（主事）

主な支給対象業務 左記職員に対する支給単価防疫等作業手当 一般職員 感染症等処置 1,000円／１日行旅病人及び死亡人取扱手当 一般職員 行旅死亡人等の取扱業務 3,000円又は6,000円／１件保健師業務手当 ３級４０号俸未満の保健師職員 保健師一般業務 10,000円～30,000円／月
３



（12）　時間外勤務手当の支給状況 千円千円千円千円（13）　その他の手当の状況（平成２２年４月１日現在）

（14）　特別職の報酬等の状況（平成２２年４月１日現在）町長 円 円 ／ 円副町長 円 円 ／ 円議長 円 円 ／ 円副議長 円 円 ／ 円議員 円 円 ／ 円町長副町長議長副議長議員 （算定方式） （支給時期）給料月額×5.126月×４年 任期毎任期毎退職手当 町長副町長給料月額×3.234月×４年
222,000 （参考）類似団体(Ⅱ-0)における最高額／最低額

世帯区分による51,700円～131,900円 同じ 円11,006 千円 105,827 円8,724 千円 545,250国と比して額が少ない２ｋｍ以上実額又は距離による 同じ 31,088通勤手当 139,000

支給実績（２１年度決算）支給実績１人当たり平均支給円額（２１年度決算）

2,114

21,060204
国の制度と異なる内容

支給実績（２０年度決算）
内容及び支給単価 国との制度との異同

持ち家及び賃貸住宅 異なる
定額 異なる

円円持ち家住宅について年数制限無し 556 千円千円

20,733201

給料月額等278,000

支給実績１人当たり平均支給円額（２０年度決算）
住居手当
区分

手当名
管理職手当寒冷地手当
扶養手当 支給職員１人当たり平均支給年額（２１年度決算）配偶者及び子ども等6,500円から13,000円 同じ 15,954 千円 249,281 円支給実績（２１年度決算）

168,100820,000673,000
期末手当 183,000給料 263,000報酬 364,000285,000 135,800710,000600,000

3.95月分（職加算無し）（平成２２年度支給割合）3.95月分（役職加算無し）（平成２２年度支給割合）
364,500365,000220,000

４



３　職員の勤務時間その他の勤務条件の状況（１）　勤務時間
（２）　職員の年次休暇の状況（平成21年1月1日～12月31日）
（３）　育児休業・介護休暇の取得状況（平成21年度）
※勤務条件等に関する調査より

区分育児休業取得者 ０人 ０人０人介護休暇取得者 ４人（２人）

１日の勤務時間 勤務時間１週間の勤務時間 開始時間 就労時間 休憩時間 週休日

※（）内の人数は、前年度から取得している人数で、内数。

日曜日７時間45分 8時30分 17時15分 　12時00分～13時00分
男性職員 女性職員

平均取得日数9.3日
土曜日38時間45分種類年次有給休暇 付与日数20日（原則）

５



４　職員の分限及び懲戒処分の状況（１）　処分事由別分限処分数（平成２１年度） （単位:人）降任 免職 休職 降給 合計0 0 0 0 00 0 0 0 00 0 0 0 00 0 0 0 00 0 0 0 00 0 0 0 00 0 0 0 0（２）　処分事由別懲戒処分数（平成２１年度）免職 停職 減給 戒告 合計0 0 0 0 00 0 0 0 00 0 0 0 00 0 0 0 0５　職員の服務の状況（１）　職員の守るべき義務の概要　

（２）　職務専念義務免除の状況（平成２１年度）
（３）　営利企業等の従事許可の状況（平成２１年度）

合　　計

・政治的行為の制限（同法第36条）
　地方公務員法第３０条は、服務の基本基準として「すべて職員は、全体の奉仕者として公共の利益のために勤務し、且つ、職務の遂行に当つては、全力を挙げてこれに専念しなければならない。」と規定しています。この根本基準の趣旨を具体的に実現するため、同法は、地方公務員に対し、次のような服務上の強い制約を課しており、本町職員も例外なく課されております。・法令等及び上司の職務上の命令に従う義務（同法第32条）・信用失墜行為の禁止（同法第33条）・秘密を守る義務（同法第34条）

１件 許可件数１件

区　　分法令違反職務上の義務違反又は怠慢全体の奉仕者たるにふさわしくない非行

免除の事由・争議行為等の禁止（同法第37条）・営利企業等の従事制限（同法第38条）

合　　計

承認件数57件11件
申請件数

区　　分勤務成績が良くない場合心身の故障の場合

職員団体の為の適法な交渉

職に必要な的確性を欠く場合職員等の改廃により過員等を生じた場合刑事事件に関し起訴された場合条例等の事由による場合

町内行事（ふるさとまつり等）参加
・職務に専念する義務（同法第35条）

６



６　職員の研修及び勤務成績の評定の状況（平成２１年度）（１）　研修の状況①　独自研修 27 人13 人5 人34 人183 人②　委託研修 3 人5 人2 人1 人1 人1 人2 人1 人1 人1 人1 人1 人1 人1 人1 人（２）　勤務成績の評定　　導入に向け検討中です。住民とのコミュニケーション 市町村職員中央研修所

北海道市町村職員研修センター北海道市町村職員研修センター北海道市町村職員研修センター
ブラッシュアップ女性リーダー 市町村職員中央研修所

北海道市町村職員研修センター北海道市町村職員研修センター法令実務（基礎）
市町村職員中央研修所住民と行政の協働議会事務　分権時代の議会運営
北海道市町村職員研修センター北海道市町村職員研修センター市町村職員中央研修所分権時代における自治体の政策形成能力の向上 市町村職員中央研修所地方公務員法政策形成（中級）クレーム対応

研修名 修了者数
研修名 委託先職場内研修（人事評価制度研修会）職場内研修（公会計制度研修会）職場内研修（講演：職員の意識改革について）職場内研修（例規システム研修）職場内研修（新規職員・２年目職員研修） 備考ｅ－ラーニングセット４回セット、延べ人数公開研修～内一般２人

修了者数
法令実務（応用）
ＪＳＴ（監督者）研修法務（基礎）研修法務（応用）研修 網走支庁管内町村会網走支庁管内町村会網走支庁管内町村会政策法務（条例立案）政策法務（解釈・運用）

７



７　職員の福祉及び利益の保護の状況（１）　職員福利厚生事業の状況
（２）　職員健康管理の状況（平成２１年度） 12 人112 人28 人7 人40 人31 人（３）　公務災害補償の状況（平成２１年度）８　職員の競争試験及び選考状況（平成２１年度実施分）（１）　競争試験の状況大学卒 13 人 1 人 13 倍高校卒 14 人 3 人 4.7 倍（２）　選考試験の状況（平成２１年度実施分）平成２１年度に実施しておりません。

加入団体地方公務員災害補償基金 災害件数 1腰痛健康診断
内容 受診者総合検診者を除いた全員を対象に実施４０歳以上（３０歳代は隔年）を対象に共済組合と共同で実施パソコン作業をする事務職を対象に２～３年に１度実施４０歳以上職員を対象に３年～４年に１度実施介護職・調理員を対象に年２回実施Ｂ型肝炎抗体検査 保健師、介護員、看護師を対象に抗体検査を実施

・健康教育、健康相談、健康診査、総合検診、宿泊事業、貯金、各種資金等の貸し付け・共済組合の各事業を補完
ＶＤＴ検査脳ドック

・各種祝金（結婚、出産等）、弔慰金（死亡等）などの給付、生活資金の貸し付け
総合検診（人間ドック）区分健康診査
北海道市町村福祉協会

区分北海道市町村共済組合 概要

一般事務 受験者数 最終合格者数 競争倍率試験区分

・組合員及び扶養者の傷病・出産・死亡・休業・災害等に関する給付・各種年金（退職共済年金、傷害共済年金、遺族共済年金等）の給付

８ 


